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3．自殺予防対策としての「Medical model」と「Social model」 







































































 その結果、伝統的な畏れを伴った身近な real な生と死は、科学的データにより可視化す
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1.  研究の背景と目的 












 また国の医療計画では、4 疾病 5 事業１として位置づけられていた 4 疾病のがん、脳卒中、
急性心筋梗塞、糖尿病に加えて精神疾患が追加された。その結果、精神疾患は厚生労働省












第１章 序論 2 
出発点である。 
  1998 年以降、自殺者数が前年比 35.2%２増となったことを受けて、国は大々的に自殺予 
防対策３を掲げた。医学・公衆衛生分野で「Medical model４」を中心に完全失業率５と自殺
率６の相関や自殺者の特性に関する知見が次々に出され、うつ病対策と自殺企図者の再発防
























































 さらに「Medical model」で一定の成果や広がりを得てきた公衆衛生政策が、自殺予防対 
策については、自殺者の多い地域に限られ、全国展開への広がりが滞りがちである９要因に 
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会的側面から「Social model」として捉えなおしたうえで、自殺の増加の背景を考察する。   
「Medical model」の研究手法としては、「Evidence Based Medicine１０」（以下 EBM）が
主流であり、科学的に実証された根拠に基づいた判断がなされなくてはならないとする考
え方である。しかし、本研究では今後の自殺研究の視座として、人を全人的に捉えていく
「Narrative Based Medicine１１」（以下 NBM）による「Social model」、あるいは
「Bio-psycho-social model」が有効であり得るかを検討する。 
 公衆衛生政策として自殺予防対策は、EBM の検証によるうつ病対策と失業対策を中心に
それぞれ行われてきたが、そこに NBM の手法を加えた実態調査（ライフリンク 2008）も
発表され、成果が出てきたのはまだ最近のことであるとも考えられる。 
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そこで本研究の目的の一つである今後の自殺研究の新たな視座として、虚弱高齢者の抑
うつに関する質問紙調査および訪問調査から自殺研究における NBM による
「Bio-psycho-social model１２」について検討する。これについては、（石濱  2009）におい




























第１章 序論 7 
  なお、本研究の目的と方法の概念図は図 1-1 に示した。   
        
                                                                               
             
             目的１           自殺が現代の社会病理現象で 
                           あることを明らかにする 
                      
                       
                      方法  文化・社会的側面（「生」中心の   
                          社会構造、日本社会の自殺の捉  
                          え方）からの考察 
                           
                           
    目      的  
1998 年以降の急激な自殺者増加を現代の             自殺予防対策として 
社会病理現象の枠組みで、その増加背景             新たなモデルの要素 
を探り、新たなモデルを検討する                の明確化          
                      
                          方法    
                             「生と死」を捉えなおし       
                              た社会からの考察    
             目的２                          
                                 
図 1-1 本研究の目的と方法 
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   補記である。文献を指示するものではない。  





第１章 序論 10 
注 
                                                   
 
 1 4 疾病 5 事業とは、社会保障審議会医療部会での審議により、国の医療計画に盛り込む  
  事項としてガン、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病の 4 疾病と救急、災害、僻地、周産期、   
  小児の 5 事業。2013 年度から新たに精神疾患が加わることになった。 
 2 1997年に 23,494人であった自殺者が，1998年に 31,755人となり国の自殺者対策が、 具  
  体的に開始された。我が国による自殺による死亡数は、厚生労働省人口動態統計による 
  ものである。 
 3 2000 年「健康日本 21」「健やか日本 21」「事業場における労働者の心の健康づくりのた 
  めの指針」に[こころの健康づくり]を盛り込んだ。 
 4 日本語では、「特定病因論」として、症状に焦点を当て病気の原因追及をするものとし 
   て取り上げられる。 
 5 総務省統計局の労働者調査が、全国約４万世帯を標本調査して、毎月発表する統計の指  
  標で、完全失業率＝完全失業者＋労働力人口×100 であらわす。労働力人口は、15 歳以 
  上人口のうち、従業者、休業者、完全失業者を合わせたもの。完全失業者は、仕事がな 
  くて調査期間中に、尐しも仕事をしなかったもので、かつ仕事があれば、すぐ就くこと 
  が出来て、なおかつ調査期間中に仕事を探す活動や事業を始める準備をしていたもの。 
 6 人口 10 万人あたりの自殺者数。 
 7 事例の処遇を検討するに当たり、問題が多岐にわたり、なおかつ複数の問題を抱えてお 
  り、現行制度を駆使しても簡単に処遇方針が導けない案件。 
 8 第１次予防とは、健康増進、疾病予防など生活習慣、生活環境の改善や健康教育による 
  健康増進をはかること。 
 9 関係機関相互の連携として、地域保健と産業保健の連携の必要性をかつてより強調して 
  いたが、自殺予防対策に関する総務省調査 2011（2011 年までに自殺予防対策として協 
   議会をたちあげ連携して実施した都道府県について、20 都道府県・市町村に実施した調 
   査)では、愛知県のみであった。 
10 科学的に実証された根拠に基づいた判断がなされなくてはならないという立場。 
11 イギリスのジェネラル・プラクティショナーの中からでてきた運動で、全人的な判断を 
  必要とする立場。 
12 Cedars-Sinai 医療センターのフランツ・アレクサンダーが先鞭をつけ、ローチェスター 
  大学のジョージ・エンゲルが命名（1978 年）し、ジョン・ロマーノにより詳しく論じら 
  れた。生物心理社会モデルは、個人の発達や身体的・精神的健康に影響するさまざまな 
  要因を「生物」「心理」「社会」という 3 つの側面でまとめ、効果的な介入を行うための 
  枠組みで、問題がそれぞれ独立した問題として捉えるのではなく、各要因が相互的に絡 
  み合っていると捉え、関連要因を包括的に扱い、要因どうしが複雑に相互作用しあって 
  個人に影響を及ぼしていると考える枠組み。 
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対策において重要視されていた（荒記他 1984,福富他 1986,谷畑他 2003）。 
このようにしてうつ病対策と失業対策が日本の自殺予防対策の大きな柱となり、施策が
展開されることとなった。しかしその後も自殺者数の減尐は見られず、それどころか 1998
年以降急増した 3 万人を超えた自殺者は、恒常化した自殺者数となって 10 年以上経過して 
 
















   健康とは完全な肉体的、精神的及び社会的福祉の状態であり、単に疾病又は病弱の存    
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２． 自殺予防対策における「Medical model」の限界 
自殺死亡と失業との推移に明らかな関連が示されたことから、失業対策が自殺予防対策 
の大きな柱のひとつになり、社会経済的要因との関連においても研究が進んだ（橋本他 

















































正規雇用化の進行が生み出された後、完全失業率は 15 歳～24 歳、25 歳～34 歳では男女と










第２章 「生」中心の現代社会の仕組み                     
 
16 












are what people think that they are」とし、社会問題と考える人々の主観を重んじている
（Fullar, Myers  1941）。Becker.H.S のラベリング理論においても「deviant behavior is 
behavior that people so label」と、人々がラベルを貼った行為を逸脱行為とすることで、

































































































である。有効回収数は 2,136人で回収率は 71.2%であった（内閣府  2004）。その中で、「尐
年非行、ひきこもり、自殺などの社会問題が多発している」と回答した人が、今の日本が















第２章 「生」中心の現代社会の仕組み                     
 
20 

















は、1990 年に 1,101 件だった児童虐待に関する相談処理件数は、次第に増加するとともに
社会問題として認識されるようになった。1999 年には 11,631 件となり顕著な増加を示し、







しかし 2000年以降をみても児童相談所における虐待相談の処理件数が、2002年度 23,738 
件だったものが、2011 年度には、59,919件となった（厚生労働省 2011）。 この数字は、虐
待相談件数の統計を集計しはじめた 1990年度の 60倍近い。また児童虐待の重症度を検挙 
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いる。「学校ぎらい」の用語は、すでに 1964 年ごろから登場し、1967 年には『学校基本調
査報告書』の中で明確に長期欠席の理由区分となった経緯がある。全児童、生徒数に占め
る「不登校」の比率は、1991 年には 0.47%であったが、2000 年には 1.17%となり約 2.7 倍
となった。特に中学校での「不登校」の占める割合は顕著に増加し 2008 年には 2.89%でお






① 神経症的登校拒否 ② その他の精神障害による登校拒否 ③ 怠学傾向に 
よる登校拒否 ④積極的・意図的登校拒否（大原 1993） 
 
とし、①は、代表的な登校拒否で、心理的ストレスあるいは性格の偏りから起こる軽い心 
の病気で、さらに A タイプと Bタイプに分類している。Aタイプはいわゆる優等生の息切れ 
 






































きこもり」に関する相談は、電話相談延 9,986件、来所相談 4,083件で合わせて 14,069 
件（新規・継続を問わない）であった。また来所相談のうち 3,293 件がひきこもりを呈す






















































































 「こころの健康についての疫学調査に関する研究」（大野他 2006）では、約 26 万世帯が
「ひきこもり」者を抱えていると推計している。この先行研究では 
 
  「ひきこもり」が先行し、その期間中に気分、不安、物質関連障害が発生することが 
多かった。「ひきこもり」がこれらの精神障害の早期の症状として出現している可能 
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      性も残されるが、むしろ「ひきこもり」によってこれらの精神障害のリスクが増加 
   している可能性の方が高いと思われる。地域のこころの健康づくり対策の中で、「ひ 








































































































イギリスの「Social Exclusion Unit」にも影響を与えたと指摘されている（小玉他 2003）。 





宍戸 2009）。また Bhallaらは、その著書『グローバルと社会的排除 貧困と社会問題への
















































































国的に拡大、拡散していることがわかった。また年齢分布では、50～60 歳代が全体の 76.2% 
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不登校（小）は、小学生の不登校数 
図１ 社会病理現象の増加状況 （厚生労働省 2011)から作成 
 これらの社会現象への対忚は、法の制定にも見ることができる。「児童虐待の防止に関す
る法律（平成 12年法律第 82号）」は 2000年に公布され、「ホームレス自立の支援等に関す
る特別措置法」は 2002年に公布された。また 2000年以降、不登校やひきこもり、ニート 
への対忚として厚生労働省は専門家向けや相談機関向けのガイドライン等を配布した。こ 
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しかし、1980 年代からは、徐々に生産年齢人口の中高年化が始まった。そして 1990 年 
 




は、この 15 歳から 64 歳までの人口の減尐により、生産年齢人口の減尐が起こり始め（高
橋 2006）、さらに「夫婦出生力の低下」による尐子化が起こった（京極 2006）。 
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図３ 平均所得金額以下の世帯の所得金額階級別累積度数分布（厚生労働省 2010） 
 
(3)  雇用環境の変化 



































 (4)  世帯構成の変化 
こうした状況は、家族を持ちえない若年層を増やすなど平均世帯人員の縮小の要因とも 
 






 平均世帯人員の縮小については、アメリカが 1890 年から 1950 年にかけての 60 年間で
平均世帯人員が 4.9 人から 3.5 人に減尐したのと比較すると、日本では 1960 年代をはさむ 
わずか 16 年間で同様の現象を駆け抜けている（見田 2010）。 
 国民基礎調査（厚生労働省  2010）の世帯数と平均世帯人員の年次推移によると、1986
年には 15.3%あった 3 世代家族は、2009 年にはわずか 8.4%となったが、1986 年に 18.2%
だった単独世帯は 2009 年には 24.9%となり、そのほかの世帯も全て核家族である（図４）。 
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図４ 世帯数と平均世帯人員の年次推移(厚生労働省2010)   
 



































 社会関係の希薄化について、NHK 放送文化研究所の調査（1973～2008）の「隣近所と 
の関係」では、以下のように分析している。（図５） 
 
  「全面的つきあい」が望ましいと考える人の割合は、基本的には生まれ育った時期に   
よって決まっているが、各世代とも時代の影響をほぼ同じように受けて、「全面的つき 
あい」が望ましいという人が減ってきたことを示している。したがって国民全体で「全 
面的つきあい」が望ましいという人が 30 年間で 35％から 20％へと減尐したのは、こ 
の考えを支持する人が多い高年世代が去り、支持する人が尐ない新しい世代が参入す 
るという世代交代によるものと、時代の影響によるものであった（NHK 放送文化研究 
所 2010 p.194-195）。 
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  格差社会では、富めるものはいっそう豊かになるチャンスに恵まれ、貧しいものは容易 
 
































のである（Simone Weil 1967 p.63）。 
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 1 厚生労働省は「健康日本 21」において、1998年自殺者数 31,755人（厚生労働省人口 
   動態統計）を 2010 年までに 22,000人以下とする数値目標を掲げた。 
 2 過労死とは過度な労働負担が誘因となって、高血圧や動脈硬化などの基礎疾患が悪化 
  し、脳血管疾患や虚血性心疾患、急性心不全などを発症し、永久的労働不能または死に 
  至った状態をいう。厚生労働省「産業医のための過重労働による健康障害防止マニュア 
  ル 2002」。 
 3 1990年 12月 4日、読売新聞の東京都調布市販売店に勤務していた新聞奨学生が過労で 
  死亡し、遺族が訴訟を起こしたなど。 
 4 自殺防止対策有識者懇談会報告として作成されたもので、2002年 12 月に発表された。 
 5 社会病理学とは社会生活上の困った事柄を研究したもので、社会問題と混同される。例 
  えば、犯罪・非行や失業・貧困などは社会病理であり又社会問題であるが、労働問題・ 
  人口問題・住宅問題・青年問題は社会問題とされても社会病理にはあてはまらない。つ 
  まり、物の視点からの捕え方からの違いで社会病理と言われたり、社会問題ととらわれ 
  たりする。しかし、非行や犯罪などは現象形態が違っていても基本的には関連がある。 
  社会病理学は生活関係の障害の根本や 関連を追及する学問である。（大橋薫（1985）社  
   会病理学入門、有斐閣) 
 6 一定期間内に、国内で生み出された付加価値の総額で、GDPの伸び率が経済成長率に値 
  する。 
 7 医療化とは、医療的問題でなかった事象が、近代医療の問題として取り扱われ、治療の 
  対象となっていくことをさす。 
 8 1990年から国により実施されている児童相談所による虐待相談件数からの統計。 
 9 宮崎勤のように、必然である家族が、他でも有り得た、本物ではないという感覚。 
10 日本の新興宗教団体で、地下鉄サリン事件などを代表とする多くの反社会的テロ活動 
  をおこした。 
11 子ども虐待による死亡事例等の検証については、厚生労働省社会保障審議会児童部会 
  に設置されている「児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会」において検証が  
  行われている。2003 年７月１日から 2010年 3月 31日までの子ども虐待による死亡事例 
   は、虐待死 359件 386人で、年間平均 53.1件、57.1人であった。 
12 1995年 9月、不登校等を支援するフリースクールなどの情報収集と情報提供のために 
  設立（任意団体）。その後、不登校・ひきこもり体験をした当事者の会、文通誌の発行 
   と文通仲介、親の会、ひきこもり経験者の仕事おこしを始め、2005 年 11月にＮＰＯ法 
   人となる。 
13 WHO国際疾病分類第 10版（ICD-10）F20人分類されている。2002年まで日本では、精 
  神分裂病と呼ばれていた。 
14 内閣府政策統括官（共生社会政策担当）,『若者の意識に関する調査報告書（ひきこ 
  もりに関する意識調査）平成 22年 7月』,2010。 
15 ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン。 
16 内閣府「青尐年の就業に関する研究会」が実施した総務省統計局の『就業構造基本調 
  査』の特別集計（中間報告 2004）によると、世帯の 4割弱が年収 300万円未満であった。 
17 恤救規則の前文からは、貧困は個人の責任であると考えられ、国家の責任は明記して 
  いない。つまり、生活困窮者に対しては血縁・地縁による相互扶助を第一に優先させる 
   ことを旨としている。また、救済の対象は、極貧者で、家族の扶養を受けられない者で 
  体や精神に著しい障害のある者、70才以上の重病患者または老衰者、13才以下の幼弱 
   者に限定され、だれかに依存しない限り生存できない労働無能者に限られていた。 
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18 1927年からの経済恐慌をさす。 
19 日雇い労働の求人業者と求職者が多数集まる場所のこと。建設業など天候や工事の進捗 
   状況によって変動する労働力を、無駄なく確保し需給の調整を図るための仕組みといえ  
   る。 いわゆる手配師は、その日の職に困っている者の多そうなところに求人に出向き、 
   逆に職を求める者たちも手配師が多く来るところに集うようになって、大都市部のいく 
   つかの場所では日雇い労働市場である「寄せ場」が形成された。 
20 戦前長らく 40 歳台を低迷し、昭和 10 年ないし 11 年に、漸く男子 47 歳、女子 50 歳に 
   達した平均寿命は、昭和 25 年には、男子 58 歳、女子 62 歳に、さらに昭和 30 年には、  
   男子 64 歳、女子 68 歳にと、延長した。WHO 世界保健報告発表（2008 年）では、日
本の平均寿命は 82.6 歳で世界一。 
21 1970 年前後に１億人を突破した総人口は、現在も１億 2,000 万人以上だが、人口減尐は 
   すでに始まっていて、2050 年には、１億人を下回ると予想されている。 
22 1 人の女性が、生涯に産む子どもの数。２だと夫婦 2 人に子供が 2 人という意味。 
23 民法上非嫡出子の父子関係は、父の認知によって成立する。（779 条） 
24 雇用のリスクが雇用形態、雇用環境の変化から、個人レベルに向けられてしまう現状。 
25 家族機能の商品化とは、「個人主義的消費生活様式」と呼ばれるような、電化製品の普 
  及、開発、加工食品の普及やコンビニエンスストアの登場、また外食産業により家事労 
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第 3 章 現代の社会病理現象としての自殺 
 































第３章 現代の社会病理現象としての自殺 54 

















 しかし、法制定から３0 年以上経ている老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）は「家族
単位」を基本にしたサービス体系で、遠方の親族にも役割を強いる結果となるなど、同法
に基づく現在の行政サービスは多様なライフスタイルに対応し切れていない。さらに個人
情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）の制定、行政機関の保有する個人情報
















































































  現代の社会病理は、個々人が伝統的共同体から解放され、家族や地域コミ  
  ュニティが崩壊する中、それらの果たしてきた機能の新たな担い手が存在 





子育てなどが重要な要素である。これらを実現するための方策はいまだ明   
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２． 自殺と雇用環境 





 完全失業率と自殺率の相関については、図 6のとおりである。 
 
 
 図 6 自殺と失業率の相関について(警察庁 2011 厚生労働省 2011)から作成 
 
  1998 年に自殺者数は、前年の 2 万 3,000 人から 3 万 1,000 人へと一挙に 35％も増えた。 
 




  こうした 1998 年の金融危機により、自殺者が一挙に激増したことについては、明らかに
完全失業率と自殺率が相関している。また、リストラによる企業の改革や長時間労働によ
る過労自殺などが話題となった（高橋 2006）。 
 「過労死」については、労働時間が年間 3,000 時間を越えると「過労死」や「過労自殺」





 法定労働時間については、2006 年では年間に 1,800 時間であった。しかし、労働基準法
の一部を改正する法律(平成 20 年法律第 89 号)が 2010 年４月１日施行となり、法定労働時
間遵守のための努力義務や、法定労働時間延長に関する割増賃金の設定などが盛り込まれ
た。その結果、１週間の法定労働時間は事業場の規模と業種に応じて決められ、１週間に
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自殺」との因果関係を認めた。また、会社側の社員のメンタルヘルスに関する安全配慮義 
務違反を認め、自己責任を否定し、約 1 億 6,800 万円で和解をした(高橋 2005)。 
これを契機として、その後雇用環境に関連する自殺の判例が次々と出され、それが労災
認定への道筋となった。労災認定も 2001 年は７年ぶりに認定基準が改定され、より一層申 
請件数も増加し、さらに、2005 年には「過労死・自死相談センター１０」なども立ち上がり、
「過労自殺」に関するアプローチは当時からは飛躍的に発展している。 















年度の 10 億円弱から 2009 年度には過去最多の 6,000 億円以上と激増した（厚生労働省  
2010）。2008 年秋のリーマンショック後、完全失業率の急上昇を抑えるため、支給要件を
緩めたこともあるが、約 10 倍に膨れ上がっている。 




められた人は 475 人である。前年比の 1.5 倍となり、過去最多を更新し、今後「過労死・ 
過労自殺」を減らすための基本法の制定の動きが注目されている（朝日新聞 2013/6/22）。 
 































































































1998年以降の年齢別完全失業率（厚生労働省  2006）を見ると、25歳から34歳までが 





予防を図ることが極めて重要である」と結んでいる（池田他  2000）。ここでいう0次予防と 
 














           
















図８ 自殺者数の年度推移(警察庁2010)  
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る。この世代が後半に差し掛かり、リストラや不況倒産、地下鉄無差別殺戮事件、阪神淡
路大震災、年金財政破綻などにより、1998年以降の自殺者増に大きく関与し、戦後日本の  




下にも関わらず自殺者数は、高水準で推移すると予測される（前田 2007）。  
  しかし、1998年以前の日本の自殺は二山型（大橋 1976）と言われ、若年層と老年層にピ
ークを持つ型である。1970年代あたりまでの若年者の自殺は、「家」制度に基づく親の支配
が子の側での絶対的な随順を期待しえなくなり、因習の打破、家族制度からの脱却などの




















 図９  原因・動機別 自殺者数（警察庁 2012） 






























の推計では、1998 年から 2007 年までの 10 年間で発生した 20 歳以上 65 歳未満の人々の 
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自殺死亡による逸失利益、すなわち自殺によって失われる生涯賃金所得の総額は、累計で




 一方、『自殺対策白書』（内閣府 2010）によると、2006 年度 184 億円、2007 年度 246 億





年から 2006 年までの 14 年間で約 170 万人と算出すると、2006 年時点で現存する自死遺族

















 ところで現在の遺族支援については、自殺対策基本法１７に基づき平成 22年度国家予算で 
 















































自殺の精神分析から、自殺につながる 3 つの耐え難い感情として、深い孤独感、無価値 
感、殺害に至るほどの怒りについての指摘がある（Maltsberger ,J.T 1994）。特に深い孤独
感や無価値感は、発達早期からの体験が重要であり、その発達段階でのアタッチメントの


















（Bowlby  1969 ）。 































引き起こし、さらに夭逝したい願望となる場合もある（渡邉  2005）。 
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要する問題である。 
 
(3)  WHO ほか 












（Disability-adjusted life years）の指標を用いて観てみよう。 














図１０ 世界の自殺率（ライフリンク 2008) 
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  また日本の自殺率２８は、23.7（2004）で、先進諸国ではドイツ 13.0（2004）、イギリス
7.0（2004）、フランス 18.1（2003）、アメリカ合衆国 11.0（2002）などと比べ、圧倒的に








(1)  厚生省による対策 
国際的にも急激な自殺者急増などの状況から、日本においても国レベルでの自殺対策が
実施されることになった。日本では、1998年に自殺者数が 31,755人となり前年比 35.2%の 






(2)  厚生労働省による対策 
2001年には厚生労働省となり、12月 1日を「いのちの日」とし、いのちの電話の相談活
動に初めて助成金を出した。さらに中高年の自殺者数の急激な増加を問題としてとらえる




















(3)  自殺対策基本法 
2003年には WHOが啓発に力を入れるため、9月 10日を「世界自殺予防デー」と定めたこ











り、2000年に公表された WHOのガイドライン（WHO  2000）にほぼ準じている。 
さらに同法による自殺総合対策の指針である『自殺総合対策大綱』(2007策定)では、「自
殺は追い込まれた死であること、自殺は防げること、自殺を考えている人はサインを発し
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自殺予防対策が遅れがちである。一方財政的には「2008年には 225億円が自殺対策で執行
され、また自殺による GDPの損失は、1998年から 2000年までの年平均で１兆 3,000億円
にのぼる実情がある３０」とも言われている（金子他 2010）。 
 
(4)  自殺対策タスクフォースなど 
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第 4 節  「Social model」による自殺研究の意義 
 


















態が存在する」こととしても理解できる（Freedman  1995）。 
 
2． 「Bio- psycho- social model」の意義 
 人の生命を扱う医療現場では、従来の「Medical model」から「Bio- psycho- social model」
（Engel 1980）にシフトしつつある。それは「Spirituality」が台頭した 1995年以降、近代
西洋医学の拠りどころである「Medical model」の限界を克服する形で「Bio- psycho- social 
model」３３が話題となったことがひとつのきっかけといえる（石濱 2011）。 

























































「自殺予防対策関連 WHO 日本視察最終報告書」（平成 24 年 1 月）から考察する。この報告








































 迎えられるか」、さらに納得のいく死とは単に安楽さを求め、苦痛を避ける  
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「Bio- psycho- social model」の視座での研究を推進し、新たな研究スタイルを確立する必
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第 5節  「Bio- psycho- social model」を意識した地域研究事例 
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2006年度から筆者の自治体においても、特定高齢者候補者把握事業を実施した。その特 
定高齢者把握のデータから、高齢者の実態を把握するために統計的手法を用いて研究を行 







































る（石濱  2009）。 
 どのような施策のあり方が良いのかという今後の高齢者対策を考える際には、その世代
の人を取り巻く文化的、社会的影響や人間関係、社会関係を踏まえた上で、検討する必要 
がある。こうした視点からも、「Bio- psycho- social model」による研究が重要であると考
えられる。 
 そこで先の研究から、具体的な支援策を講じる必要があると考え、中等度以上の抑うつ
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のではないかと推測される。 
 
(2)  社会的ネットワークに関する研究 
 社会的ネットワークの先行研究では、個人内傾性が孤独感を引き起こすメカニズムにつ
いて、（1) 社会的ネットワーク媒介モデル(Social network mediation model ) と (2) 認 
知的バイアスモデル(Cognitive bias model ) という2 つのモデルから、それぞれの影響過
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(4)  高齢者の自殺の増加 
 一方、国民衛生の動向（厚生労働省  2003）によれば、全国の自殺率は25.5（人口10万対）
で、東京都は22.2 である。全国の死因で「自殺」は第6 位、東京都では第5 位である。2003 
年筆者の勤務する区における統計では、同区の自殺率は24.0 である。 
 この2003 年の自殺者総数56 人のうち65歳以上の自殺者は6 人、2004 年では同様に57 
人の中で4 人で、いずれも1 割前後であった。2005 年には自殺者総数が71 人となりその
うち65 歳以上は14 人、2006 年は自殺者総数62 人のうち65 歳以上が12 人でいずれも2 



































① 対象者 2006 年度65 歳以上で区民健診受診時に生活機能評価調査を実施した26,965 
人のうち、抑うつ項目3 点以上を抑うつ傾向の顕著な高齢者として抽出すると509 人が該 
当した。そのうち300 人を無作為に抽出し、死亡および転出を除いた286 人を対象とした。 
② 方法 郵送による自己記述式質問紙法 ( 郵送配布－郵送回収) 
③ 調査期間 2007 年6 月～ 8 月 
④ 調査質問内容 成人一般に適用可能な尺度として採用される生きがい感スケール( 近
藤・鎌田1998 年)の4 因子「現状満足感」「人生享楽」「存在価値」「意欲」と抑うつ理
論をもとに作成された絶望感尺度BHS(Beck hopelessness scale)４０から選択し、現在の日 
常生活をどのような気持ちで過ごしているか、将来に対しての希望や、対人交流について 
 




(hopelessness) については設問6と設問7 で、設問6 は「はい」「いいえ」の2 択とし、設



















設問 9 あなたが憂鬱な気分になるのは、どんなときですか。 
①身近な人を亡くした喪失感 ②自分の役割がない( 社会 地域 家庭) ③収入に不安が
ある ④心の通う友達がいないから ⑤以前は楽しかったことに何の興味も湧かない 
⑥体調がすぐれない ⑦その他 
設問10 現在困っていることについて 
①経済的問題 ②遺産相続等問題 ③家事全般 ④孤独感、寂しさ ⑤集中力の低下 
⑥ 睡眠障害( 寝つきが悪い 熟睡感がない 朝早く目覚める)  
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施している。( 根拠 地域支援事業実施要綱) また自己記述式質問紙は無記名とするととも
にリーフレットによるうつ病予防の啓発と相談機関一覧を同封した。 
 








































































































   注 設問 6、設問７は逆転項目で「はい」「いいえ」を左右にし、図表化している 
図 11 生きがい感・絶望感 
 
























  3) 身近な人の喪失体験 











 設問 7において、「将来が良くなる見込みがあまりない」と答えた人 47人中 42人が設
問 8において身近な人を亡くした経験がある回答している。残りの 5人のうち 3人は別記 
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に「緑内障で視力低下」「夫との気持ちの交流がない」「うつ病で治療中」とあった。将




























































































第３章 現代の社会病理現象としての自殺 96 
ルの表記には差があるが、一方で自分が過去を解釈し理解し主体的に意味づけしながら言
葉にしていく作業を通じて、過去の体験が加工・統合され、新たな認識や洞察が創発する











































身体症状であることが裏付けられた（石濱  2009）。 
 
6． 施策化 
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第 4 章 「追い込まれた死」としての「自殺」 
 































































































































 自殺問題の本質的課題は、「自殺の増加やうつ病の広まり」が指摘されている（林他  
2004）現代社会をどのようにしたら改善できるのかということである。『自殺総合対策大





 具体的施策としての「第 4 自殺を予防するための当面の重点施策」では、「6 社会的


















いくことが重要である」ことを明記した（内閣府  2012）。 




























肯定的な考え方としての自殺については、歴史的には Immanuel Kant の「道徳論」（平
田 1996）における自殺をはじめとして、法や生命倫理の分野において、その是非に関する
本質的議論がある。生命倫理学領域では、H.Tristran Engelhardtが J.Stuart Millの「自
由概念」「他者危害原則」に基づき自殺を擁護５している。究極的には自殺の目的、動機の
如何に関わらず、他者の権利を侵害しない限り自己決定を尊重し、自由であるという考え




























語として「自殺」と翻訳されたとも推測できる(石原  2003)。 
「自殺」は「自ら自分の生命を絶つこと。自害。」（広辞苑 2011）とされ、行為として自
らを殺すことを示している。しかし学問的には、「みずからを殺す行為であって、しかも死





























(4)  自殺を求める意思・意図など 
自殺を求める意思や意図について、それらが確固たるものなのかどうかを検討するにあ
たり、自殺企図者を対象とした実証的先行研究がある。高橋が明らかにしたことは 





















 また「自殺」について Emile Durkhimは 
 
  当の受難者自身によってなされた積極的あるいは消極的行為から直接的あるいは間





   死が、当人自身によってなされた積極的、消極的な行為から直接、間接 
       に生じる結果であり、しかも、当人がその結果の生じうることを予知し 















































































































































  はじめに自殺に対する態度についての先行研究について概観する。 
 
１．自殺に対する態度  



















































のが実情であると考えらえる（岡本  2007）。 
 
(3) 「自殺に関する意識調査についてのアンケート１８」(東京都 2011) 
調査の対象は、インターネットモニター合計 290 名のうち 40 歳以上が 86.9％、40～59





























































 さらに江戸時代の憲法にあたる「武家諸法度」から、殉死禁止が 1665年に口頭伝達さ 
れた。綱吉の時代に入り、1683 年に「天和令」12 附で「殉死之義令弥制禁事」のほか殉




























情死などが下位分類として含まれる」とされる（Evans他  2006）。 































































































第 4 節  生と死を取りまく現代社会の諸相 
 




 「健康に関する世論調査」（NHK 放送文化研究所 2009）１９は、住民基本台帳からの抽出
で全国 16 歳以上の国民 3,600 人を対象に、情報化社会、格差社会が進行する今の時代の「健
康」に対する日本人の意識や行動について調査したものである。 
 調査結果について、「生活で大切なこと」についての設問では、「健康」が 71%で第 1 位









 健康についての捉え方は、WHO が創設２０に先立ち、1946 年に採択された「健康憲章






























































































 その一方で、安らかな死への願望が「ホスピス」２６によって求められてきている（山崎  
1990）。またリビング・ウィル（自然な死を求めるために自発的意志で明示した「生前発効
の遺言書」２７）を普及している「日本尊厳死協会」２８では、その会員数が 1990 年には 1

































































































項目では、1973 年から 2008 年まで 8 割以上に位置し、「年に 1～2 回程度は墓参りをして
いる」については、微増減はあるものの 6 割以上に位置している。この「年に 1～2 回程度
は墓参りをしている」については、どの調査においても高い数値が示されている。読売新
































































 また Mckinnon は、宗教は人々が、それをいかに用いるべきかを知っており、実際に用
いられ解釈されている概念であり、現実的な社会的影響力をもつ社会形成の重要な構成要
素であると指摘している（Mckinnon  2002）。それは、何らかの存在性を持つ（深澤 2004）
とも考えられるが、普遍概念や自然概念ではなく、それ自体もまた歴史上の産物であり、




































































































































































                                                   
１ 天野馨南子,「世界最高水準の自殺の構造を探る」,ニッセイ基礎研 REPORT,2005,1-6。 
２ http://law.e-gov.go.jp/announce/H18HO085.html,2011/9/10。 
３ http://www8.cao.go.jp/jisatsutaisaku/sougou/taisaku,pp.1-21,2011/9/10。 
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 億円減人口問題研試算を公表、毎日新聞、2002年 8月 8日付朝刊。 
５ エンゲルハートの論を展開した J.Sミルの「自由概念」、「他者危害原則」については、
John Stuart Mill: On Liberty(1859),in: On Liberty with The Subjection of Women and  













１３ 「予期不安」と表現されている情感対象が、現前にはなく、また切迫していないという   
   状態での先取りされた恐怖。 
１４ 危機連鎖度とは、ひとつの危機要因から他の危機要因に連鎖する強度のことで、事業不 
  振から負債への連鎖が 29 回起きていれば、危機連鎖度を 29 とする。ライフリンクで 
  は、自殺の 10 大危機要因において、連鎖について 77 通りあり、うつから自殺への危
機連鎖は 119 回で最も高かった。 
１５ 危機複合度とは、それぞれの危機要因が含有している危機要因の数のことで、その要因
が問題の出発点となっているとき、その要因の複合度は 1 で、新たな連鎖が増すごと
に 2、3 と複合度は増していくというスケール。 
１６ 清水新二,川野健二,宮崎朊子他「自殺に関する心理社会的要因の把握方法に関する研 
   究」,遺族個別面接調査と遺族支援グループ訪問調査。 




                                                                                                                                                     
１８ 東京都福祉保健局総務部総務課,「自殺に関する意識調査－インターネット福祉保健モ  
 ニター」,2011。 
１９ NHK放送文化研究所世論調査部,「健康に関する世論調査」,2009では、調査機関 2009
年 2月 25日～4 月 7日、調査対象全国 16 歳以上の国民 3,600人、調査方法は住民基本
台帳から層化無作為 2段抽出による郵送法、有効数 2,662人（73.9%）。 
２０ 第２次世界大戦終結に際しての国際会議において WHO創設の方向となった。







２５ 日本ＷＨＯ協会ホームページ http://www.japan-who.or.jp/commodity/kenko.html。 
２６ ホスピスは、末期患者、特に末期ガン患者及びその家族を応援するための施設でもあり、   
  応援するためのプログラムでもある。山崎章郎『病院で死ぬということ』1990,p.212。 
２７ 「日本尊厳死協会」ホームページより抜粋。 
２８ 1976年「安楽死協会」として発足したこの協会は、1983年「日本尊厳死協会」へと名   
称を変更した。治る見込みのない状態になったときは、無益な延命治療を断るなどリ  
ビング・ウィル運動の普及を図っている。 
２９ 石飛によれば、医療には、限界があることをわきまえ、寿命が来たら意味のない延命治  
  療は避け、安らかな人生の終末を迎えさせようというもの。石飛幸三,『口から食べら
れなったらどうしますか「平穏死」のすすめ』,講談社,2010。 
３０ 統計数理研究所が、日本人のものの見方、考え方とその変化を社会調査によって捉えよ   
  うとするもので、1953年以来 5年ごとに実施している。 
３１ 日本放送協会放送世論調査所（編）第 8回「日本人の意識・2008」調査。  
３２ 読売新聞が実施している世論調査で、2005年調査。 
３３ NHK放送文化研究所編,『現代日本人の意識構造第 6版』,日本放送出版協会,2004。 
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第５章  結論－自殺増加抑制 
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ところで、平成 24 年の自殺統計の速報値によると、平成 24 年の自殺者数は累計 27,766











































































すでに「関係性」の障害であるとも考えられている点については第 2 章で述べた。 














 そこで、今後は社会病理抑制としての 0 次予防を目指すことを明確な目的とした関係性 
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の再構築が必要であると考えられる。 




































































































した社会を構想させる（鷲田  2011 p.63）。 
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model」だけではなく、「Social model」や NBMによる「Bio-psycho- social model」で現代
の社会病理現象を捉え、検討する必要がある。 
 



















 また、目的２の自殺予防対策では、従来の「 Medical model」による対策に加えて、「Social 
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(1)  従来のモデル 
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＜人口構造の変化、社会構造の変化による影響＞     ＜科学・医療技術の発展＞ 
 
個人主義             家族の縮小化       生殖技術、再生医療          
消費社会             家族機能の変容      臓器移植      
価値観の多様化          地域共同体の弱体化 
                                                       生の神秘性、不可知性の動揺 
                           生と死の自在なコントロール 
   生と死にまつわる儀礼の商品化、簡略化            生と死への感じ方の変化                   
前近代的な相互扶助の消退          「生」中心の価値観 
 家族・地域・会社などのセーフティネット機能の縮小化     刹那的な死        
人々の「関係性」に変化                     
帰属意識の薄れとアイデンティティにまつわる不安     
 
         格  差  社  会  の  到  来     
 
       
生きるエネルギーの枯渇などによる現代の社会病理現象の萌出                  
自殺の増加やうつ病の広まり 不登校・ひきこもり 
ホームレス 児童・高齢者虐待          
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          従来の研究モデル               新たな研究モデルの視点 
ＥＢＭ中心                        ＮＢＭ中心 
Medical model      Social model         Bio-psycho-social model 
                                                          Social model 
                            ・他者との共生を意識した「関
係性」の再構築の視点 
      不登校、ひきこもり           ・生と死の多様性に対する新
たなモラルの構築の視点 
                            ・自殺を「追い込まれた死」 
自殺の増加、うつ病の広まり               として捉える視点                                                  
            ホームレスの増加       ＜現代の社会病理現象＞ 
                           「自殺の増加、うつ病の広    
                            り」「不登校・ひきこもり」                    
児童虐待              「ホームレスの増加」「児童 
                              虐待」   
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注                         
                                                   
１ ここでいう０次予防とは、医学的な手法に寄らず、社会の構造や機能の改善によっても  
 たらされる疾病の抑制をさす。 
２ 地域の実情を踏まえたうえで、自主的に取り組む地方公共団体の対策や民間団体の活動   
 等の支援により「地域における自殺対策力」を強化する目的の財政的裏付けで、申請に  
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第6章  今後の展望－地域社会の再生 
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に促す効果的手段とも言える（新川他  2001）。 
わが国では、かつては「住民参加」という考え方による住民自治を推進してきた経緯が
あり、「住民参加」を 8つのカテゴリーで考える「住民参加のはしご」という概念（Anstein  
1969）もある。しかし、「住民参加」という考え方の背景には、行政活動への参加というイ 
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活用とともに、政策評価のアウトカム指標としても留意が必要である(山内他  2005)。 
 
 
第６章 今後の課題－地域社会の再生 164 
2. 「Social capital」の考え方の活用 
 ＳＣは、社会学、政治学、経済学、経営学などにおいて発展してきた概念で、主にヨー
ロッパやアメリカにおいて議論されてきた（内閣府 2003）。 
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１自分と違う世代、職業、所属の人たちと交流が広がった   12 
２価値観を共有できる仲間ができた   6 
３達成感、充実感を味わえた   4 
４知識やノウハウが豊かになった   7 
５地域、社会に対する貢献ができた   8 
６地域への愛着心が深まった   4 
７活動の成果を実感できた   8 
８共助の考え方に基づく活動であることを理解できた   6 
９健康づくり職員会議の職員からの情報提供が有益だった   2 
10イベントの実施が中心となってしまい、推進員同士の情報交換が不足した   8 
11意義ある活動とは思うが、自身が多忙のため不全感が残った   8 
12推進員活動は自主的な活動ではあるが、交通費程度は支給してほしい   2 
13推進員の貢献度が数字で現れるとやりがいも増す   2 
14意義有る活動とは考えられなかった   0 
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ついて話し合い第２期推進員に引き継ぐ形とした。また、第１期の活動記録を作成し、推 
進員をはじめ、所属団体や関連分野に配布した。 
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第４節  おわりに 
 
政府は「自殺総合対策大綱」において、2016 年までに 2005 年の自殺死亡率を 20%以上
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脳死、臓器移植、安楽死、人工中絶などの生命倫理に関わる記事は、医療  



































     ひとつの価値体系に集約的に一元化するのではなく・・人々の多層的、複相的なアソ    
     シエーション構造を備え、また一人の人間も幾つかのアソシエーションに帰属するこ  
     とによって、自らに重層的、複相的な構造を築くことによって、初めて肯定的に拓か   
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注 
                                                   
１ 特定非営利活動促進法は、ボランティア活動をはじめとする市民が行う自由な社会貢献  
 活動の健全な発展を促進し、公益の推進に寄与することを目的に公布された。 
２ 機関委任事務制度の廃止、法的根拠のないものに関しては国の自治体への関与は不可能  
 となるなど 475 本の法律改正を一括形式で行った。 
３ 週間保健衛生ニュース 2013。 
４ 互酬性とは、Putnamによれば、相互依存的な利益交換で、均衡のとれたものと一般的な  
 ものがあり、均衡のとれた互酬性とは、同等価値のものを同時に交換し、一般的な互酬   
 性は、現時点で不均衡な交換でも、将来的には均衡がとれるとの相互期待を基にした交 
 換の持続的関係をいう。 
５ 本橋らの「ソーシャル・キャピタルと自殺予防」のほか木村らの「高校生の子をもつ中   
 年期女性のメンタルヘルスと地域との関わり及び地域のソーシャル・キャピタルとの関 
 連性の検討」などの報告がある。 
６ 「コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関する研究」（内閣府 2005）p.102。 
７ 地方公務員法第 3条第 3項第 2号に規定する非常勤の特別職の地方公務員。 
８ 区が 2008 年に次世代育成委員規則を制定し、地域における子育て、子育ちの支援活動や 
 地域、学校の連携を推進する委員で、守秘義務等の規定もあり区長から委嘱されている  
 委員。 
９ 区が主催する生涯学習大学（3 年間の進級制講座。仲間づくり、地域、社会活動を目指す
55 歳から 79 歳までが対象）を卒業した区民が自主的に作った組織。 




１３ 区内の栄養業務に関わる管理栄養士の NPO 法人団体。 
１４ 区民から募集した区の食育キャラクターで、歌やダンスも区民によって作られた。着ぐ
るみやグッズなどがあり、全国食育大会や各種イベントに登場している。 
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